
≪2022年度「お客さま本位」の業務運営（フィデューシャリー・デューティー）の取組状況≫ 

 

ちばぎんアセットマネジメント株式会社（以下、「弊社」）は、お客さま本位の業務運営を強

化するため、「『お客さま本位』の業務運営（フィデューシャリー・デューティー）に関する方

針」を策定・公表しております。 

この方針のもと、弊社はお客さま本位の取組みを強化していますが、こうした取組みを分か

りやすくお伝えするため、2022年度の取組状況を具体的な指標とともに公表します。 

なお、金融庁の「顧客本位の業務運営に関する原則」との対応関係を明確にするため、取組

状況の各項目には、対応する同原則の番号を付しております。 

 

【ちばぎんアセットマネジメントの取組状況】 

お客さまの最善の利益の追求（原則２） 

 
 
○弊社は、お客さまのニーズに合った商品を提供し、良好なパフォーマンスを達成するこ

とで、お客さまの安定的な資産形成のお役に立ちたいと考えております。弊社が運用す

る公募投資信託の運用残高および各ファンドのパフォーマンスは後記のとおりです。

〔図①〕・〔図②〕 

 

○一般的に、分配頻度の少ないファンドは、頻度の多いファンドに比べて運用効率が高く、

お客さまの中長期的な資産形成に適していると考えられています。弊社では分配（決算）

頻度が年1回のファンドを中心に公募投資信託の運用を行っております。〔図③〕 

 

○お客さまの最善の利益の追求のために業務運営を行ってきた結果、弊社投資信託「オー

ストラリア・アジアＲＥＩＴファンド Ａコース（為替ヘッジなし・毎月決算型）」は「リ

フィニティブ・リッパー・ファンド・アワード・ジャパン 2023」の「投資信託部門 株

式型 業種別 不動産業 アジアパシフィック（評価期間：3 年）」におきまして、最優秀

ファンド賞を受賞しました。 

 

※リフィニティブ・リッパー・ファンド・アワードの免責事項 

リフィニティブ・リッパー・ファンド・アワードは毎年、多くのファンドのリスク調整後リターンを

比較し、評価期間中のパフォーマンスが一貫して優れているファンドと運用会社を表彰いたします。 

選定に際しては、「Lipper Leader Rating（リッパー・リーダー・レーティング）システム」の中の

「コンシスタント・リターン（収益一貫性）」を用い、評価期間3年、5年、10年でリスク調整後の

パフォーマンスを測定いたします。評価対象となる分類ごとに、コンシスタント・リターンが最も高

いファンドにリフィニティブ・リッパー・ファンド・アワードが贈られます。詳しい情報は、

lipperfundawards.comをご覧ください。Refinitiv Lipperは、本資料に含まれるデータの正確性・

信頼性を確保するよう合理的な努力をしていますが、それらの正確性については保証しません。 

 

 



 

○弊社は資産運用会社として、投資先企業の企業価値および資本効率を高めその持続的成

長を促すことにより、お客さまの大切な資産の中長期的な投資リターンの拡大を図る責

任（スチュワードシップ責任）を有しています。 

 弊社は、日本版スチュワードシップ・コードを受け入れ、それに基づく方針および活動

報告を公表しております。 

  方針     http://www.chibagin-am.co.jp/company/operation/code/ 

  活動報告 http://www.chibagin-am.co.jp/company/operation/code/pdf/code_2022.pdf 

 

○高度な専門知識を有する人材の育成のため、従業員の外部研修への派遣等を実施すると

共に、お客さまの最善の利益の追求を企業文化として定着させるため、社内勉強会を実

施しております。 
  
  

 

〔図①〕公募投資信託の運用残高 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



〔図②〕公募投資信託の過去のパフォーマンス 

 

※騰落率は、分配金（税引前）を再投資したものとして計算しております。 

※上記は過去の実績を示したものであり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。 

 

 

〔図③〕公募投資信託の決算頻度別純資産総額比率 

 
 

 

（2023年3月末時点）

1年間 3年間 設定来

バランス型

ちばぎんコア投資ファンド（安定型） 2015年7月31日 -2.86% 16.11% 5.66%

ちばぎんコア投資ファンド（成⾧型） 2015年7月31日 -2.86% 24.64% 12.56%

むさしのコア投資ファンド（安定型） 2016年9月30日 -2.83% 15.71% 13.07%

むさしのコア投資ファンド（成⾧型） 2016年9月30日 -2.81% 24.27% 25.64%

ほくよう資産形成応援ファンド 2017年8月31日 -3.46% 0.77% 0.87%

分散名人 2018年5月16日 -2.52% 26.75% 21.57%

分散名人（国内重視型） 2019年1月31日 -2.00% 17.35% 17.67%

グローバル厳選バランスファンド 2022年2月18日 -6.50% ― -5.88%

国内株式型

日本株好配当ファンド（年１回決算型） 2016年7月29日 4.46% 57.15% 79.51%

日本株好配当ファンド（年２回決算型） 2016年7月29日 4.38% 57.25% 79.79%

日本中小型株ファンド 2017年7月31日 4.64% 62.87% 46.70%

ジャパンESGクオリティ200インデックス

ファンド
2020年3月10日 2.45% 42.79% 45.69%

海外株式型

グローバルESG株式インデックスファンド 2021年7月13日 -0.82% ― 14.16%

不動産投信

オーストラリア・アジアREITファンド

Aコース（為替ヘッジなし・毎月決算型）
2017年2月1日 -10.55% 61.87% 43.03%

オーストラリア・アジアREITファンド

Bコース（為替ヘッジあり・毎月決算型）
2017年2月1日 -14.29% 20.26% 16.53%

オーストラリア・アジアREITファンド

Cコース（為替ヘッジなし・年２回決算型）
2017年2月1日 -10.38% 61.98% 42.60%

オーストラリア・アジアREITファンド

Dコース（為替ヘッジあり・年２回決算型）
2017年2月1日 -14.44% 20.64% 17.06%

ファンド名 設定年月日
騰落率（分配金込み）



利益相反の適切な管理（原則３） 

○お客さまの資産の運用・管理等に関して利益相反が生じ得る局面を特定し、回避するた

めの方針を策定・公表しております。コンプライアンス部門は、これに基づきお客さま

の利益が損なわれることがないよう、モニタリングを実施しております。 

  利益相反管理方針 http://www.chibagin-am.co.jp/company/operation/contrary/ 

 

○お客さまの資産の運用に係る意思決定や運用資産で保有する株式等の議決権の行使に

ついては、グループ会社はもちろんのこと、弊社の取締役会等の経営意思決定機関から

も組織的・機能的に独立した委員会を設け、これを統括しています。 

 

○議決権行使については、その透明性を高めるため、議決権行使の考え方およびガイドラ

インを公表しております。 

  考え方    http://www.chibagin-am.co.jp/company/operation/basic/ 

  ガイドライン http://www.chibagin-am.co.jp/company/operation/guideline/ 

また、議決権行使結果を四半期毎にホームページで公表し、外形的に利益相反が疑われ

かねない議案や、ガイドラインと異なる判断をした議案等については、賛否の理由も開

示しています。2022年度の議決権行使状況の概要については、スチュワードシップ活動

報告をご覧ください。 

活動報告 http://www.chibagin-am.co.jp/company/operation/code/pdf/code_2022.pdf 

  

○弊社は、お客さまが負担される運用管理費用（信託報酬）の一部を、お客さまへの各種

情報提供やサービス等の対価として販売会社に支払いますが、それ以外に販売会社へ支

払う報酬等はありません。 

 

○弊社が運用する投資信託の販売会社の中には、弊社と資本関係のある会社やグループ会

社等がありますが、弊社はその関係性だけを理由に、弊社の商品をお客さまに推奨する

よう各販売会社に働きかけることはありません。 

 

手数料等の明確化（原則４） 

○弊社の投資信託にてお客さまにご負担いただく手数料・その他の費用（料率）および、

それがどのようなサービスの対価であるかについて、分かりやすくお伝えできるよう、

交付目論見書等に明示しております。 

 

 



重要な情報の分かりやすい提供（原則５） 

○弊社は、目論見書や販売用資料、運用報告書等の作成にあたり、お客さまに商品の仕組

みや運用成果等を分かりやすくお伝えできるよう努めております。 

公募投資信託の月報や販売用資料では、お客さまがご理解しやすいよう、運用状況や市

場動向の説明に図表やチャートを用い、配色も工夫しております。 

2022 年度は日本中小型株ファンド（愛称：発掘名人）、日本株好配当ファンド（年 1 回

決算型／年2回決算型）（愛称：配当名人）につきまして、目論見書と販売用資料の大幅

な刷新を行いました。 

 

○販売会社を通じてお客さまにとってふさわしい商品をお選びいただけるよう、重要情報

シート（個別商品編）に必要な情報（金融商品の目的・機能や費用、弊社が商品の販売

対象として想定しているお客さま層等）を販売会社に提供しております。 

 

お客さまにふさわしいサービスの提供（原則６） 

○弊社は、お客さまがご自身の資産状況や取引経験・知識・リスク許容度等に応じて中長

期的な資産形成に資する商品選択ができるよう、収益の源泉が異なる特徴ある投資信託

を厳選して提供しております。 

 

 ○弊社が販売対象として想定するお客さま層を商品毎に特定し、販売会社が作成・使用す

る重要情報シート（個別商品編）を通じて公表しております。また弊社ホームページに

おいてもその内容を公表しております。 

  商品毎の想定するお客さま層 

  http://www.chibagin-am.co.jp/company/operation/fiduciary/pdf/customers_20230630.pdf 

   

○お客さまの資産形成や投資判断に有用な情報を提供するための活動を継続的に実施し

ております。2022年度は前年度に引き続き、新型コロナウイルス感染拡大の影響から対

面方式によるお客さま向けセミナーの開催が困難な状況が続きました。そこで、ＷＥＢ

会議システム等を活用した販売会社向けの勉強会を積極的に実施し、販売会社の販売員

の方の支援や、販売会社を通じたお客さまへの情報提供に努めました。〔図④〕 

 

○販売会社が実施した社内研修において、弊社社長がお客さまの長期資産形成に向けたリ

テラシー向上をテーマとして講演を行いました。 

 

○主要販売会社を通じて、市場動向等についてのお客さま向けレポート（「投資環境ウィー

クリー・レポート」、「ＣＡＭマンスリー」、「臨時レポート」等）を定期的に発信してお

ります。〔図⑤〕 



〔図④〕お客さま向けセミナー、販売会社向け勉強会実施件数 

 

 

〔図⑤〕お客さま向けレポート発信件数 

 

 

従業員に対する適切な動機づけの枠組み等（原則７） 

○金融審議会の「顧客本位タスクフォース」や金融庁の「資産運用業高度化プログレスレ

ポート」など顧客本位の業務運営に関する動向を役職員に周知・徹底するため、定期的

に社内研修・勉強会を実施しております。 

 

○前記の弊社社長による販売会社向けの講演を、弊社役職員向けにも勉強会として実施し

ました。 

 

○お客さま本位の業務運営を役職員に定着させるべく、役職員の業績評価にあたり、お客

さま本位の業務運営への取組みについての目標設定・評価の項目を盛り込んでおりま

す。 



なお、弊社はお客さまに直接投資信託の販売を行っていないため、金融庁の「顧客本位の業務

運営に関する原則」の以下の項目は、直接的には販売会社が行うべきことではありますが、同

原則の趣旨を踏まえ、これらについても販売会社に適切な対応を促してまいります。 

 

「原則5」の（注）に記載された以下の項目 

（注1）分かりやすくお客さまに提供すべき重要な情報 

    ・お客さまに販売・推奨等を行う金融商品・サービスの選定理由 

    ・販売会社とお客さまとの間に利益相反のおそれがある場合、その具体的内容 

（注2）複数の金融商品・サービスをパッケージで販売・推奨する場合の情報提供のあり方 

（注3）お客さまの取引経験や金融知識を考慮の上、誤解を招かないよう誠実に情報提供を行

うべきこと 

（注4）複雑又はリスクの高い商品の販売・推奨を行う場合は、お客さまが同種の商品と容易

に比較できるよう配意した資料を用い、分かりやすく丁寧な情報提供がなされるべき

であること 

 

「原則6」の（注）に記載された以下の項目 

（注1）金融事業者が留意すべき点 

    ・具体的な金融商品・サービスの提案は、類似商品や代替商品等と比較しながら行う

こと 

    ・金融商品・サービスの販売後も、お客さまの意向に基づき、適切なフォローアップ

を行うこと 

（注2）複数の金融商品・サービスをパッケージで販売・推奨等する場合は、パッケージ全体

がお客さまにふさわしいか留意すべきであること 

（注4）特に、複雑又はリスクの高い金融商品を販売・推奨する場合や、金融取引被害を受け

やすいグループに属するお客さまに販売等を行う場合は、販売の妥当性等をより慎重

に審査すべきであること 

 

以 上 


